ビデオの書き起こし

ペルーの審査
障害者権利条約委員会委員　Gabor Gombos
１４条に関して、国家のオンブズマン、国内的国際的市民社会が最近採用された法律について懸念を表明していると理解する。それは２９７３７号法であり、一般的な保健法の改正であり、すでにある法律に付け加えて、依存症を含む精神障害者の自由の権利剥奪の新たな方法を導入したものである。知的障害者と精神障害と診断された人例えば精神障害者を含む全ての障害者が、他の者との平等を基礎として自由権を享受できるように、貴国政府がすべての法制度を変える計画のための措置をとっているのか説明していただきたい。
最後の質問は、どの国にも存在する犯罪を犯したがゆえに監獄にいる障害者についてである。監獄にいるこれらの障害者が、障害者権利条約１４条に基づいて求められる合理的配慮を得るためにペルーがいかなる措置を採用し実行しているのか？
日本の審査

グリジア　ツグシ　拷問等禁止条約委員会員:

精神障害者のための精神保健福祉法は精神保健施設を統制するものとして確立している。
３６条はいかなる患者の行動制限も精神科医の判断が必要であるとしている。３７条は身体拘束は自殺や自傷の場合あるいは多動または精神障害者が身体拘束なしでは生命を脅かす場合、最終手段としてのみ身体拘束を認めている。
身体拘束が行われたなら、患者はその理由を告げられ、身体拘束中は観察下におかれる
患者が強制入院させられたら、厚生労働省に対して行政不服審査法により退院請求がなされ、また行政不服審査法により民事訴訟もできる
精神病患者の身体拘束に法的な期間制限はあるのか？
また先の最終見解に照らして、公私の精神保健施設における拘禁手続きに対して有効な司法的なコントロールを確保するステップが取られたのか、情報提供されたい
また退院請求や処遇改善への訴えで、それらが認められた詳細な数を提供されたい
退院請求が認められる要素は何か？

また精神科施設に非自発的に収容されている患者の比率について日本は最高の国の一つであると報告されてきた。そして在院日数は普通非常に長い。
外来患者へのサービスが日本では十分開発されていない理由は何か、情報提供できるか？　そして多くの支援が必要な患者が精神保健施設において収容されたまま死を迎えるのが常態化している。また外来患者へのサービスが開発されるステップが取られているのか否か、精神保健施設に収容されている人の数を減らすステップがとられているのかいなか？ 
また非自発的収容の判断が、収容する施設自身によってなされているとき、いかなる形で司法が関与するのか、より詳細な情報を提供できるか
